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レッカー事業の新規立項の検討 

 

 

１．アンケート調査の概要（別紙参照） 

 (1) 実施主体：一般社団法人 全日本自動車救援士協会 

 (2) 趣  旨：業界団体を通じて、レッカー事業を営んでいる事業所数や従業者数等の実

態を把握するために実施。 

(3) 調査時期：R4.3.1～R4.4.15 

(4) 対象団体：19団体（全国組織６団体、都道府県組織 13団体） 

(5) 対象事業者数：3,131事業者（本資料における「事業者」は「企業」に該当する。） 

［参考］ 第７回産業分類検討チームにおいて報告した調査対象団体数とアンケ

ート配布予定数は当時の見込であり、重複等を確認する前の数であった。 

(6) 回答数：569 

(7) 回答率：18.2％（ ＝ 569 / 3,131） 

(8) 兼業率：83.8％（ ＝ 477 / 569、専業事業者数：92、兼業事業者数：477) 

  ［参考］ 

    ○ 専業事業者：レッカー事業のみを営む事業者 

○ 兼業事業者：レッカー事業のほか、他の事業（自動車整備業、自動車販売業等）

も営む事業者 

 

２．新規立項案の検討 

第５回産業分類検討チーム（資料５）において３案を提示したところ、それぞれに対し

て以下のようなご発言があった。 

【案①】 「489その他の運輸に附帯するサービス業」の細分類として新設 

    ⇒ 国際分類においてレッカー業が運輸業等に分類されていることを考えると、

新設の際には国際分類に合わせて設定することが望ましいのではないか。 

【案②】 「929他に分類されない事業サービス業」の細分類として新設 

⇒ 細分類 929は、大分類、中分類、小分類のそれぞれの「その他」であり、産

業構造を把握するためには、そのような分類項目の対象は減少させるべきであ

るとの考え方を踏まえると、案②は控えるべきである。 

【案③】 「891自動車整備業」の細分類として新設 

⇒ 自動車整備業は需要サイドの分類の概念であると考えられる。また、アクテ

ィビティーとしての自動車整備とレッカー車による移動は供給サイドの観点か

らは異なると思われる。今回の改定のコンセプトが「供給サイドを意識する」

ことであれば、案③ではなく、案①の方が適切ではないかと考える。 

資料２－１ 



2 

 

３．量的基準の充足の検討 

細分類の分母となる小分類の数値としては H28経済センサス等の結果を用いることにな

るが、H28 経済センサスには「小分類 489 その他の運輸に附帯するサービス業」の売上の

結果が公表されていない。このため、売上ではなく、事業所数と従業者数により検討する。 

(1) 事業所数 

① アンケートに回答した事業者のうち専業事業者数 

○ アンケートに回答した事業者数 569のうち専業事業者数 ： 92 

② アンケートに回答した１事業者当たりの事業所数の平均値を計算 

○ 事業者数 ： 569 

○ 事業所数の合計 ： 1,082 

○ １事業者当たりの事業所数の平均値 

  ＝ 1.90 （ ＝1,082（事業所数の合計）/ 569（事業者数）） 

③ ①と②から、アンケートに回答した事業者のうち専業事業者の事業所数を計算 

○ 92 × 1.90 ＝ 174.8 

④ レッカー事業を専業として営んでいる全体の事業所数の試算 

○ 調査対象事業者数 ： 3,131 

○ アンケートに回答した事業者数 ： 569 

③におけるアンケートに回答した専業事業所数 174.8に、アンケートの回答率の

逆数（ 3,131 / 569 ）を乗じることにより、レッカー業全体の専業事業所数を

試算 

○ 174.8 × 3,131 / 569 ＝ 961 事業所 

（これは専業事業者の事業所数の試算であり、兼業事業者のうち主業がレッ

カー事業として扱うことができる事業所数を含めると、この試算値はさら

に増加すると想定される。） 

⑤ 上位分類（小分類）との比較［ ※ H28経済センサス活動調査から引用］ 

【案①】 「小分類 489その他の運輸に附帯するサービス業」に対する割合 

961 /  7,087 ＝ 13.6％ > 10％ 

【案②】 「小分類 929その他の事業サービス業」に対する割合 

961 / 40,494 ＝  2.4％ < 10％ 

【案③】 「小分類 891自動車整備業」に対する割合 

961 / 54,600 ＝  1.8％ < 10％ 

 

⑥ 補足 

R4.1.1以前の事業所数のデータはないが、従業者数や売上高が安定的に推移し

ていることから、R4.1.1以前の事業所数は上記の試算値から大きく変動していな

いものと推察される。（別紙の４を参照） 
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(2) 従業者数 

① アンケートに回答した事業者におけるレッカー事業の専従者数 

 兼業事業者 

（括弧内は回答事業者数） 

専業事業者 

（括弧内は回答事業者数） 
専従者数の合計 

前  期 2,183人（447） 774人（85） 2,957人 

前 々 期 2,093人（440） 773人（85） 2,866人 

前々々期 1,938人（435） 735人（82） 2,673人 

② ①から３期の専従者数の平均値を計算 

( 2,957 ＋ 2,866 ＋ 2,673 ) / 3 ＝ 2,832 

③ ①から３期の回答事業者数の平均値を計算 

( (447 ＋ 85) ＋ (440 ＋ 85) ＋ (435 ＋ 82) ) / 3 ＝ 525 

④ レッカー事業全体の従業者数の試算 

②で計算した専従者数の平均値 2,832と③で計算した回答事業者数の平均値 525

を用いて、専従者数 2,832に回答率の逆数（ 3,131 / 525 ）を乗じることによ

り、レッカー事業全体の専従者数を試算 

2,832 × 3,131 / 525 ＝ 16,689人 

⑤ 上位分類（小分類）との比較［ H28経済センサス活動調査から引用］ 

【案①】 「小分類 489その他の運輸に附帯するサービス業」に対する割合 

16.689 /   136,479 ＝ 12.2％ > 10％ 

【案②】 「小分類 929その他の事業サービス業」に対する割合 

16,689 / 1,005,942 ＝  1.7％ < 10％ 

【案③】 「小分類 891自動車整備業」に対する割合 

16,689 /   243,301 ＝  6.9％ < 10％ 

 

［参考］ 

上記の３期に加え、R4.1.1現在の専従者数 3,244人も加えて試算する。 

〇 従業者数の平均値 

( 3,244 ＋ 2,957 ＋ 2,866 ＋ 2,673 ) / 4 ＝ 2,935 

〇 回答数の平均値 

( 563 ＋ (447 ＋ 85) ＋ (440 ＋ 85) ＋ (435 ＋ 82) ) / 4 ＝ 534 

〇 レッカー事業全体の従業者数の試算 

2,935 × 3,131 / 534 ＝ 17,209人 
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〇 上位分類（小分類）との比較［ H28経済センサス活動調査から引用］ 

【案①】 「小分類 489その他の運輸に附帯するサービス業」に対する割合 

17.209 /   136,479 ＝ 12.6％ > 10％ 

【案②】 「小分類 929その他の事業サービス業」に対する割合 

17,209 / 1,005,942 ＝  1.7％ < 10％ 

【案③】 「小分類 891自動車整備業」に対する割合 

17,209 /   243,301 ＝  7.1％ < 10％ 

 

［参考］H24経済センサスの「小分類 489その他の運輸に附帯するサービス業」（案①）

の結果を用いた比較 

事業所数    961 /   5,215 ＝ 18.4％ > 10％ 

従業者数 16,689 / 109,204 ＝ 15.3％ > 10％ 

 

４．レッカー事業の重要性 

(1) レッカー事業者は、全国の一般道路や高速道路等において車両の事故や故障等が発生

した際、当該車両の緊急排除や被災時における道路啓開の支援業務を行っている。 

 （参考）１事業者当たりの年間平均出動件数：3,663（＝10,989/3、１事業者１日当たり約10件の出動） 

(2) 高速道路や交通量が多い一般道路において、安全かつ迅速に車両を排除するためには、

二輪車、乗用車、トラック、バス、特殊車両、電気自動車等の様々な車両を対象として、

多岐にわたる知識と技術が必要である。 

(3) 東日本大震災を契機に、自治体等と災害協定を締結するレッカー業団体や事業者が増

えており、災害発生時における緊急車両の交通を確保することもレッカー事業の重要な

役割の一つとなっている。 

（参考１）１事業者当たり1.05件の災害協定を締結 

（参考２）災害協定に基づく出動件数：前々々期29,871件、前々期33,491件、前期35,484件） 

(4) 平成 26年 11月に災害対策基本法が一部改正され、大規模な災害発生時に緊急通行車

両の通行を確保するため緊急の必要があると認めるときは、道路管理者が車両等を移動

することができる規定が盛り込まれた。この移動を実際に実施する者としてレッカー事

業者も想定されている。 

(5) アンケート結果によると、24時間体制を確保しているレッカー事業者は 91％であり、

昼夜を問わず社会的なニーズに対応している重要な産業であると言える。 

(6) このように、レッカー事業はあらゆる状況において道路の円滑な交通を確保するため

に必要な事業であり、近年、特に非常時におけるレッカー事業の役割や必要性は高まっ

てきているものと考えられる。 
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５． 新規立項案 

 (1) 小分類「489その他の運輸に附帯するサービス業」における細分類として新設 

   理由として、第５回産業分類検討チームにおける指摘、ISICや NAICSとの整合性、レ

ッカー事業者の実際のサービス（自動車のけん引以外のロードサービス（バッテリー上

がり、パンク、鍵の閉じこみ、燃料切れ等への対応））のほか、量的基準の充足も考慮す

ると、本小分類に立項することが適当であると考える。 

 

 (2) 分類案 

大分類Ｈ － 運輸業，郵便業 

  中分類 48 － 運輸に附帯するサービス業 

   小分類 489 － その他の運輸に附帯するサービス業 

    細分類 4892 － レッカー・ロードサービス業 

レッカー車により事故車等を移動させるサービスを提供

する事業所をいう。また、事故車等へのロードサービスを

提供する事業所をいう。 

×陸送業［9299］ 

 

【参考１】 国際分類における「レッカー車業」の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 国際標準産業分類 (ISIC)        ○ 北米産業分類システム (NAICS)  

Ｈ 運輸・保管業              48-49 運輸及び倉庫業 

52 倉庫業及び運輸支援活動          488 運輸支援活動業                       

 522 運輸支援活動                 4884 道路運輸支援活動 

5221 陸運に附帯するサービス活動         48841 自動車牽引業  

 例示「牽引及びロードサービス」         488410 自動車牽引業   

 

 

 

 

【NAICS 488410の説明文】 

主として、短距離・中距離を問わず、軽車両や大型車両の牽引

を行う事業所をいう。こうした事業所は保管、緊急ロードサービ

スなどの付帯サービスを提供する場合がある。 
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